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・主務大臣（法務大臣、厚生労働大臣）
・出入国在留管理庁長官

監事
（２人以内）

（主務大臣が任命）

○ 技能実習計画の認定
○ 監理団体の許可に関する調査
○ 実習実施者の届出の受理
○ 実習実施者・監理団体に対する
〇 報告徴収、実地検査等

・ 監理団体（約3,800団体）への
実地検査を年１回実施

・ 実習実施者（約68,000社）への実地
・ 検査等を実施（３年間で全数を網羅）

○ 技能実習に関する各種報告（監理団体

〇 からの監査報告、技能実習実施困難
〇 時の報告、実習実施者からの実施状
〇 況報告等）の受理
○ 技能実習生の相談対応・援助・保護
○ 技能実習に関する調査・研究

所掌事務

事務の委任
監督

本部事務所 TEL：03-6712-1523（代表）
東京都港区海岸３-９-15 LOOP-X ３階

地方事務所 全国13か所（本所８か所・支所５か所）

報告

組織形態

○ 認可法人
（発起人が設立を発起し、主務大臣が
設立を認可）

指導援助部

国際部

総務部

技能実習部

理事長
（主務大臣が任命）

理事
（３人以内）

（理事長が主務大臣の
認可を受けて任命）

1



監理団体の許可申請事業協同組合等

団体の体制等を予備審査

外国人技能実習機構

監理団体の許可主務大臣

○ 許可基準に適合すること
・監理事業を適正に行う能力を有すること
・外部役員の設置又は外部監査の措置を行っていること など
○ 欠格事由に該当しないこと
・一定の前科がないこと
・５年以内に許可取消しを受けていないこと
・５年以内に出入国又は労働に関する法令に関し不正又は著しく不当な行為をしていないこと など

主務大臣（法務大臣・厚生労働大臣）へ報告

２

技能実習計画の認定手続へ外国人技能実習機構

※ 技能実習生数：出入国管理庁「在留外国人統計」（各年末時点）
監理団体数 ：外国人技能実習機構ホームページ「監理団体の検索」（各年度末時点）



外国人技能実習機構

法務大臣
（地方出入国在留管理局長）

技能実習計画の作成実習実施者＋監理団体

技能実習計画の認定申請実習実施者

計画の内容や受入体制の適正性等を審査

○ 認定基準に適合すること
○ 欠格事由に該当しないこと

技能実習計画の認定

技能実習生
（監理団体が代理）

３
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（速報値）

軽微変更届出

計画変更認定申請

計画認定申請

在留資格認定証明書の交付申請等

在留資格認定証明書の交付等

実習実施者 技能実習生の受入れ

技能実習計画関係 各種件数



・各種届出、報告書の受理
・技能実習実施困難時届出書を踏まえた助言・援助
・実施状況報告書・事業報告書に基づく技能実習の実施状況を
取りまとめ、公表

・技能実習制度の活用状況のフォローアップ調査

・技能実習実施困難時届出書
・監査報告書
・事業報告書

各種報告

・実習実施者届出書
・実施状況報告書

外国人技能実習機構

主務大臣

実習実施者

監理団体

実施状況報告書・事業報告書の主な調査項目

・実習実施者数
・労働時間
・給与の支給、控除
・技能実習生の昇給率
・監理団体数、監理事業所数
・監理事業所ごとの技能実習生数
・技能実習生一人当たりの月額監理費

実習制度の活用状況のフォローアップ調査項目

・技能実習の効果
・技能実習中の問題や課題
・技能実習期間中の課外活動に関する取組
・帰国後実習生に対するアフターケアに
関する取組

・帰国後の就職状況

機構による届出・報告書の調査項目

４



主
務
大
臣
等
に
よ
る
行
政
処
分
等

○ 技能実習生からの申告や各種情報に
基づき技能実習法違反が疑われるもの
について、随時、実施するもの。

定期検査

臨時検査

○ 監理団体及び実習実施者に対し、技能
実習が法令等に則って実施されているか、
訪問により検査を行うもの。

○ 検査計画に基づき定期的に実施するもの。
※ 監理団体は１年に１回、実習実施者は
３年に１回実施することとしている。

・技能実習生の実習状況や帳簿書類等の確認
・技能実習責任者や監理責任者、技能実習生
本人等からヒアリング

・申告や情報提供等の内容について、重点的に
確認し、当事者の主張や事実関係等を整理

実地検査

外国人技能実習機構で行う範囲（※主務大臣等も実施可能）
○重大・悪質な
法令違反

○同種違反を繰り
返す場合 等法令違反等

あり

法令違反等
なし

改
善
勧
告
・
改
善
指
導

未
改
善

改
善

完結
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６

令和6年度の母国語相談・地方事務所等の主な相談内容別内訳（参考）

相談状況

「母国語相談」として、曜日を決めて主要な言語により、電話やメール等で相談対応を実施。
また、地方事務所・支所においても、電話又は来所による相談対応（平日 9:00～17:00）を実施。
さらに、技能実習生に対する各種支援策などについて、SNS（Facebook、X（旧Twitter））、「技能実習生手帳アプ
リ」により、母国語等で情報を発信（URL：https://www.otit.go.jp/sns/index.html）。

技能実習生であれば誰でも、電話、電子メール、オンライン通話（Zoom）、手紙によって、８か国語での申告・
相談が可能。 ※ 中国語、ベトナム語、インドネシア語、フィリピン語、英語、タイ語、カンボジア語、ミャンマー語

母国語相談の実施

〇 実習先変更に関すること（３号での実習先変更含む） 7,127件（25.7％） 
〇 賃金・時間外労働等の労働条件に関すること（賃金未払い、過重労働、有休等） 3,649件（13.1％） 
〇 途中帰国に関すること（強制帰国、期間満了前の帰国等） 3,320件（12.0％） 
〇 管理に関すること（会社からのハラスメント、私生活の不当な制限、居住環境等） 3,151件（11.4％） 
〇 その他の制度に関すること（他の在留資格への変更、特定技能制度に関すること、税金等） 2,375件（8.6％） 
※一件につき複数の相談内容を計上しているため、下図の相談件数とは一致しない。
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（速報値）

（左軸︓件（令和４年度まで）、人（令和５年度以降））※ 相談単位は、システム等の変更に伴い、令和５年度より件数から人数に変更

https://www.otit.go.jp/sns/index.html


７

技能実習を開始した実習実施者において技能実習の継続が困難になった場合（注）で、かつ、技能実習生
が技能実習の継続を希望する場合には、実習先の変更ができる。
実習先変更に当たって、実習実施困難時に監理団体及び実習実施者が新たな実習先を確保する努力を

尽くしてもなお確保できない場合には、機構が新たな受入れ先となり得る監理団体の情報を提供するなど
の支援を行う。

転籍に関する支援

実習先変更個別支援受理件数

（注）機構が、実習先変更に係る個別支援の「申出」を受理した件数。
このため、機構が日常の業務において、実習生や監理団体等に対して行っている実習先変更に係る助言等の件数、
監理団体等が行った実習先変更支援の件数は含まれない。

○ 「監理団体向け実習先変更支援サイト」を整備（注１）
令和７年３月31日時点で監理団体2,935機関が利用者登録

○ 外国人技能実習機構による個別支援を実施（注２）

技能実習生の希望等に沿って転籍先となり得る監理団体等の情報を提供

（注１）技能実習生の受入れ先となり得る監理団体の情報について、情報の受付及び提供を行う。
（注２）監理団体等が転籍先を確保する努力を尽くしてもなお確保できない場合に実施される。

令和６年度
（速報値）令和５年度令和４年度令和３年度令和２年度

4570523949実習先変更支援件数

（注）実習実施者の経営上・事業上の都合、実習認定の取消し、実習実施者における労使間の諸問題、実習実施者における暴行等の人権侵害行為や対人
関係の諸問題等の場合



８

監理団体又は実習実施者から不適正な行為を受けたことに起因し、技能実習生が監理団体や実習実施者
が確保する宿泊施設に宿泊できない、又は宿泊することが相当でない場合には、外国人技能実習機構とし
て一時宿泊先の提供等の支援を行う。

一時宿泊先の提供に関する支援の流れ

○ 技能実習生による機構（本部又は地方事務所・支所）への相談
・事情等の聴取、確認
・一時宿泊先提供の必要性を判断

○ 一時宿泊先の提供
・機構は、予め地方事務所・支所が所在する地域の都道府県別に旅館ホテルの団体と協定を締結
・機構は相談を受けた技能実習生に一時宿泊先の提供が必要と判断した場合は、当該協定に基づき、
当該実習生に一時宿泊先を提供

○ 一時宿泊施設における支援
・技能実習生は提供された宿泊先に一定期間滞在
・居所と食事の提供を受けながら、新たな実習先の確保等の支援を受ける（費用は機構が負担）

宿泊支援、宿泊支援協定締結対象施設

○ 宿泊支援件数 【令和２年度：22件、３年度：24件、４年度：21件、５年度：28件、６年度（速報値）：10件】

○ 宿泊支援協定締結対象施設 【118か所（令和7年3月現在）】



技能実習生が、技能実習の各段階において、技能検定等を適切に受検し、次の段階に円滑に移行できる
よう、外国人技能実習機構において、監理団体（企業単独型技能実習の場合は実習実施者）からの申請に
基づき、試験実施機関への取次ぎ、合否結果の迅速な把握及び当該結果の技能実習計画認定審査への円滑
な反映等につなげていくこととしている。

９

受検手続支援サイトの仕組み

令和6年度
令和5年度令和４年度令和３年度令和２年度

（速報値）

326,660277,863265,436191,558265,473
受検手続

支援人数



令和７年度 職員定数 587人

101機構本部

486地方事務所・支所

54⑧大阪事務所22①札幌事務所

44⑨広島事務所24②仙台事務所

18⑩高松事務所90③東京事務所

17⑪松山支所25④水戸支所

34⑫福岡事務所21⑤長野支所

25⑬熊本支所88⑥名古屋事務所

24⑦富山支所

（人）

◎札幌事務所（北海道）
◎仙台事務所（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県）
◎東京事務所（栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県）
〇水戸支所（茨城県）
〇長野支所（新潟県、長野県）
◎名古屋事務所（岐阜県、静岡県、愛知県、三重県）
〇富山支所（富山県、石川県、福井県）

◎大阪事務所（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）
◎広島事務所（鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県）
◎高松事務所（徳島県、香川県）
〇松山支所（愛媛県、高知県）
◎福岡事務所（福岡県、佐賀県、長崎県、大分県、沖縄県）
〇熊本支所（熊本県、宮崎県、鹿児島県）

【担当地区】
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※ 平成30年度 346人、令和元年度以降587人



理事長

技能実習部

総務部

理 事

東京事務所
水戸支所
長野支所

大阪事務所

広島事務所

福岡事務所
熊本支所仙台事務所

札幌事務所

高松事務所
松山支所

指導援助部

監事

名古屋事務所
富山支所

総務課

指導課

企画・広報課

援助課

認定課

審査課

所長

認定課

指導課

総務課

地方事務所
（13か所（本所８か所、支所５か所））

○ 法人の庶務等に関する事項

○ 監理団体等のデータベース管理に関する事項

○ 実習実施者・監理団体への報告要求、実地検査業務に関する事項

○ 監理団体の許可に係る調査業務に関する事項

○ 実習先変更支援や母国語相談等に関する事項

○技能実習計画の認定業務

○監理団体等への実地検査業務

○地方事務所の庶務業務

○ 技能実習計画の認定に係る業務の運用管理に関する事項

会計課

情報システム課

○ 法人の会計経理に関する事項

○ 法人の企画、広報、地方事務所に関する事項

○ 外国機関等からの照会対応、送出機関情報の収集・管理に関する事項国際部

監査室

※支所は支所長

国際第一課

国際第二課 ○ 外国機関等からの照会対応、送出機関情報の収集・管理に関する
事項（国際第一課の所掌に属するものを除く）

○実習先の変更支援業務

援助課
※東京・名古屋・大阪・
広島事務所に設置

人事課 ○ 法人の人事等に関する事項
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技能実習の流れ技能実習制度の受入れ機関別のタイプ

【企業単独型】日本の企業等が海外の現地法人、合弁企業や取
引先企業の職員を受け入れて技能実習を実施

１
年
目

○帰国

○入国 在留資格：「技能実習１号イ、ロ」
講習（座学）
実習実施者（企業単独型のみ）又は監理団体で
原則２か月間実施 （雇用関係なし）
実習
実習実施者で実施（雇用関係あり）
※団体監理型：監理団体による訪問指導・監査
○在留資格の変更又は取得

在留資格：「技能実習２号イ、ロ」

①対象職種：送出国のニーズがあり、公的な技能評価制
度が整備されている職種

②対象者 ：所定の技能検定等（基礎級等）の学科試験
及び実技試験に合格した者

基礎級
（実技試験及び
学科試験の受検
が必須）

【団体監理型】非営利の監理団体（事業協同組合、商工会等）が技能
実習生を受入れ、傘下の企業等で技能実習を実施

○技能実習制度は、国際貢献のため、開発途上国等の外国人を日本で一定期間（最長５年間）に限り受け入れ、ＯＪＴを通じて技能を
移転する制度。（平成５年に制度創設）

○技能実習生は、入国直後の講習期間以外は、雇用関係の下、労働関係法令等が適用されており、現在全国に約46万人在留している。

実
習

技
能
実
習
1
号

実
習

技
能
実
習
2
号

実
習

技
能
実
習
3
号

講
習

2
年
目

3
年
目

3級
（実技試験の
受検が必須）

2級
（実技試験の
受検が必須）

4
年
目

5
年
目

○在留資格の変更又は取得
在留資格：「技能実習３号イ、ロ」

①対象職種：技能実習２号移行対象職種と同一（技能実習
３号が整備されていない職種を除く。）

②対象者 ：所定の技能検定等（３級等）の
実技試験に合格した者

③監理団体及び実習実施者：一定の明確な条件を充たし、
優良であることが認められる
もの

※

在
留
期
間
の
更
新

※

在
留
期
間
の
更
新 ○一旦帰国（１か月以上）
※第３号技能実習開始前又は開始後１年以内

※令和6年末時点
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